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研究成果の概要（和文）：本研究では、わが国における出産前後の女性の就業継続と職業との関連について分析を行っ
た。その結果、第一に、専門職と製造職で就業継続確率が高い傾向が見られ、職種によって継続確率に差があることを
確認した。第二に、就業継続率の高い専門職や製造職では、保育所の利用や親との同居など育児サポートの利用率が高
いことを示した。第三に、出産前の職業経験と出産前に退職した女性の再就職確率に有意な相関がないことを示し、出
産後の再就職に出産前の職業経歴が活かされていない可能性があることを示した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we investigate the relationship between occupation and the 
likelihood of women continuing to work after childbirth in Japan. A continually decreasing number of live 
births and increasing maternal age have led to a reduction in the working-age population, pointing to 
workforce shortage in the future. One way of solving this problem is to utilize the potential female 
workforce. This analysis allows us to identify particular occupations that are easier for women to return 
to after childbirth. Our empirical results show that women engaged in professional and manufacturing 
occupations have a higher probability of continuing to work after their first childbirth compared to 
women engaged in other occupations. Further, we also show that professional and manufacturing workers 
tend to use child-care support more than other workers. Moreover, for women who quit their jobs before 
childbirth, their former employment status is not correlated with employment after childbirth.

研究分野： 労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
 2010 年の日本の完結出生数（夫婦の最終
的な出生子ども数）が 1.96 人と 1940 年から
初めて 2 人を下回ったことが、国立社会保
障・人口問題研究所「第１４回出生動向基本
調査 結婚と出産に関する全国調査 夫婦
調査の結果概要」で報告された。結婚持続期
間別で見ても、全ての結婚持続期間において
子ども数は減少しており、少子化はますます
進行している。 
少子化が進行すると、生産年齢人口が減少

し、労働力が不足する。労働力不足を補うた
めの主な解決策として、外国人労働力の受け
入れ、高齢者の引退年齢の引き上げ、女性労
働力の活用等が考えられ、わが国においても
それぞれの解決策から研究がなされている。
特に、解決策の一つである「女性労働力の活
用」は、近年、増加している高い教育水準を
持つ女性の高い人的資本の活用にもつなが
る。さらに、将来への不確実性が高い中では、
家計においても妻の就業は重要な位置を占
める。加えて、男女共同参画社会の構築によ
る女性労働力の活用は、「出産（もしくは結
婚）か就業か」という女性の出産と就業のト
レードオフの関係を失くそうとするもので
あり、少子化問題解決への一つの大きな糸口
となっている。 
クロスカントリーデータでの女性労働力

率と合計特殊出生率の分析では、1995 年の
女性労働力率と出生率の負の関係が、女性労
働力率 50%を境に正の関係へと変化してい
ることを示している。さらに、この傾向は高
所得の先進諸国に見られるもので、日本、ス
ペインやイタリア等の国では、女性労働力率
が低く出生率も低いのに対し、アメリカやフ
ランス等の国では、女性労働力率も出生率も
高いことを示している。この高労働力率高出
生率の国は、男性の育児参加率や政府による
育児支援が充実しており、それらが出生率を
上昇させていることも指摘している(Feyrer 
et al, 引用文献②)。 
わが国においては、育児休業制度が、女性

の就業継続や出生率に対して正の相関を持
つといった、育児休業制度の女性雇用への正
の影響が確認されている（樋口, 引用文献⑤
等）。一方で、育児休業給付や保険料負担な
ど事業主負担が大きく、企業が女性を雇うコ
ストが高くなるなど、必ずしも女性の利益
（女性雇用の促進）にならなかったという分
析も存在しており（今田・池田, 引用文献③
等）、女性労働力の活用や政策的分析は、今
後も行っていく必要がある。 
さらに、前述の出生動向基本調査によると、

第一子出産前後一年間で就業を継続してい
る割合は、2005～2009 年で約 4 割であり、
この数字は、1985 年からほとんど変化して
いない。女性の労働力人口の増加に伴い、出
産後も継続就業する女性の絶対数は増加し
ているが、出産後も継続就業する女性の割合
は、約 25 年間変化しておらず、女性労働の

活用が促進されているとは言い難い現状が
ある。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、マイクロデータを用いて、主
に職業の観点から、女性の出産前後の就業継
続及び再就職の解明を行うことを目的とす
る。 
 多くの既存の先行研究では「就業中断」と
いう場合、単に「その企業で仕事を続けるか
続けないか」ということであった。しかし、
Becker(引用文献①)にあるように、人的資本
には企業特殊的人的資本のみならず、その産
業に特殊な産業特殊的人的資本やその職種
に特殊な職種特殊的人的資本も考えられる。
特に、職種特殊的人的資本の蓄積は、他の企
業や産業でも通用する可能性が高く、結婚や
出産により就業中断を余儀なくされるわが
国の女性にとっては、より重要であると考え
られる。集計データを用いた戸田(引用文献
④)の分析でも、専門職女性の職種経験年数の
賃金プレミアムが高いことが計測されてい
る。 
そこで、本研究では、職種ごとの出産前後

の職業の継続性の違いを検証するとともに、
出産前に職業を中断した女性を対象に、その
後の転職に出産前の職業経験が関連してい
るかどうかの検証を行う。 
加えて、出産後多くの女性が労働市場から

退出する大きな理由の一つとして、「少なく
とも子どもが小さいうちは、母親は仕事を持
たずに家にいる方が望ましい。」といういわ
ゆる三歳児神話といわれるような意識が関
係していることが考えられる。前述の出生動
向調査の調査結果でも、約 7 割の既婚女性が、
上記の意見に対して、「まったく賛成」もし
くは「どちらかといえば賛成」と回答してい
る。しかし、乳幼児期の母親の就業とその子
どもの発達に関する計量分析は、わが国にお
いてはあまり存在しない。そこで、本研究で
は、乳幼児期の母親の就業がその後の子ども
の発達に影響を与えているかどうかについ
ても検証を行う。 
 
３．研究の方法 
回答者それぞれの職業経歴が分かるマイ

クロデータを用いて、(1)出産一年前の職業
と就業継続確率の関係の計量分析、(2)出産
前に退職した女性の再就職に関する分析を
行う。 
(1)の分析では、出産一年前の就業状況（職

業、職業経験年数、勤続年数、企業規模、就
業形態）、個人属性（教育年数、出産年齢、
都市規模、親との同居、父親の学歴）、労働
市場の状況（出産一年後時点での完全失業
率）を用いて、出産一年後も継続就業してい
るか否かについてのプロビット分析を行う。
加えて、個人の選好を考慮するために、三歳
児神話や男女役割分担に対する意識変数も
導入し、頑健性を確認する。 



(2)の分析では、出産前に退職した女性の
再就職に関する分析を行うため、最後に就い
た仕事の状況（職業、職業経験年数、勤続年
数、企業規模、就業形態）とその後の転職と
の関係についてのプロビット分析を行う。 
加えて、親の就業状況と子どもの認知・非

認知能力が分かるデータを用いて、乳幼児期
の母親の就業と子どもの発達に関する分析
を行う。具体的には、子どもが乳幼児期（3
歳まで）に母親が働いていた子どもの発達と、
そうでない子どもの発達の間に統計的に有
意に差があるかどうかの検証を行う。具体的
には、小学校一年生から中学校三年生の子ど
もを対象に、子どもの成績、問題行動、向社
会性、QOL（Quality of Life, 子どもの幸福
感）といった指標に、乳幼児期に母親が働い
ていた子どもとそうでない子どもに差があ
るのか、最小二乗法、操作変数法、トリート
メント効果モデルを用いて分析を行う。 
 
４．研究成果 
 女性の職業と継続就業に関する分析では、
第一に、専門職と製造職で、第一子出産前後
の就業継続率が高いことが明らかになった。
第二に、就業継続率の高い専門職や製造職で
は、保育所の利用や親との同居など、育児サ
ポートの利用率が高いことを示した。また、
第三に、出産前に退職した女性の再就職に関
する分析では、出産前の職歴（職業や職業経
験年数）と再就職確率に有意な相関がないこ
とが確認された。これらの知見については、
国際学会（学会発表②、学会発表③、学会発
表④）、国内研究大会（学会発表①）にて研
究報告を行い、英文査読雑誌へ投稿し、現在
審査中である。 
乳幼児期の母親の就業と子どもの発達に

関する分析では、乳幼児期の母親の就業は、
子どもの成績と有意に負の相関があること
が分かった。しかし、その負の相関は、学年
が上がるごとに減少し、中学生になると関連
がなくなることも示された。加えて、乳幼児
期の母親の就業と子どもの問題行動、向社会
性、QOL との関連は見られなかった。本研究
は、論文にまとめ、本の一章として掲載され
た（雑誌論文③、学会発表⑤）。 
以上のことより、出産前後の女性の就業に

関して、職業ごとの継続率に有意に差がある
ことが確認された。加えて、出産前に労働市
場から退出した女性では、その後の女性の再
就職と、それ以前の職業経験との関連が見ら
れなかった。これは、女性の職業経歴の中で
培ってきた人的資本の蓄積が再就職におい
て活かされていない可能性を示唆している。 
今後の女性の活用に向けて、特に、継続就

業率の低い、事務職、サービス職、販売職へ
のさらなる育児サポートの充実が求められ
る。また、再就職に際して、出産で仕事の中
断を余儀なくされた女性の職業経験を活か
せるような仕組みづくりが必要となってく
ると考える。 
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